
特別養護老人ホームの経営分析参考指標(平成27年度決算分)の概要

1. 特別養護老人ホーム（従来型）

(1) 機能性の状況

   特別養護老人ホーム（従来型）の有効集計対象1,768施設の機能性の状況は次のとおりです。

①

②

③

▲ 0.5 ▲ 4.3

1  日 平 均 入 所 者 数（人）

特 養 入 所

短 期 入 所

平 均 要 介 護 度

特 養 入 所 3.90 3.92 0.02 0.5

短 期 入 所 3.14 3.13 ▲ 0.01 ▲ 0.3

平均の特養入所定員数は71.0人(前年度72.9人)、短期入所定員数は13.4人(前年度13.8人)であった。

平 均 短 期 入 所 定 員 数（人） 13.8 13.4 ▲ 0.4 ▲ 2.9

短 期 入 所 利 用 率（％） 84.8 83.7 ▲ 1.1 ▲ 1.3

特養入所利用率は95.6％(前年度95.7％)、短期入所利用率は83.7％(前年度84.8％)であった。

介護職員及び看護職員の入所者10人当たり従事者数は、4.66人（前年度4.69人）であった。

増減（％ポイント） 対前年増減率（％）

- -

▲ 1.9 ▲ 2.6

▲ 0.1 ▲ 0.1

平 均 特 養 入 所 定 員 数（人） 72.9

1,445

0.0

▲ 1.2

▲ 0.9

0.00

区　　　　　　　　　　　分
平成26年度 平成27年度

特別養護老人ホーム（従来型）

▲ 0.02

▲ 0.06計 6.38 6.32

入所者10人当たり
従事者数（人）

介護職員 4.12 4.09

その他 1.68 1.66

▲ 3.9

▲ 2.2

▲ 4.4

▲ 3.9

▲ 0.7

▲ 1.3

▲ 0.03

▲ 0.1

▲ 0.6

▲ 2.0

32.2

その他 13.7 13.1

計 51.8

看護職員 0.57 0.57

▲ 2.7

▲ 27 ▲ 0.7

▲ 78 ▲ 0.7

4.6 4.5
1施設当たり

従事者数（人）

▲ 1.9

1,768

69.8 67.9

特 養 入 所 利 用 率（％） 95.7 95.6

入所者1人1日当たりサービス活動収益（円） 11,416 11,338

定員1人当たりサービス活動収益（千円） 3,917 3,890

11.211.7

71.0

施 設 数（施設）

49.8

看護職員

介護職員 33.5



(2) 収支の状況

  特別養護老人ホーム（従来型）の収支の状況は次のとおりです。

①

②

利用者等利用料収益 15.6 18.2 2.6 16.7

サービス活動収益対サービス活動増減差額比率は3.2％、前年度の3.5％と比較して▲0.3ポイントの減となった。ま
た、サービス活動収益対経常増減差額比率は3.4％、前年度の3.8％と比較して▲0.4ポイントの減となった。

0.0 0.0

▲ 0.4 ▲ 10.5

33 0.5

0.1

▲ 11.1

▲ 2.6 ▲ 3.1

0.1

▲ 0.1

0.7

0.0

▲ 0.1

▲ 0.1

0.2

▲ 0.5

▲ 0.6

5.7

区　　　　　　　　　　　分

特別養護老人ホーム（従来型）

平成26年度 平成27年度
増減（％ポイント） 対前年増減率（％）

人件費率は64.9％（前年度の64.2％から＋0.7ポイントの増）、経費率は28.1％(前年度の28.7％から▲0.6ポイントの
減)だった。

減価償却費 3.5 3.7

　（うち給食費）

介護保険関係収益（施設介護料収益等）

労働分配率（％） 94.7 95.2

従事者1人当たり人件費（千円） 4,196 4,265

労働生産性（千円） 4,429 4,479

計 96.5 96.8 0.3

その他 0.1 0.1 0.0

従事者1人当たりサービス活動収益（千円）

84.0

64.2 64.9

17.8 17.3

99.2

81.4

その他 0.4 0.3

サービス活動外収益 0.9 0.8

事業費

▲ 0.9

(7.0) (7.0)

経費 28.7 28.1

サービス活動収益対支払利息率（％） 0.3

50 1.1

69 1.6

0.5

経
常
収
益

構
成
比

（
％

）

サービス活動収益

10.9 10.8事務費

サ
ー

ビ
ス
活
動
収
益

0.3

構
成
比

（
％

）

99.1

サ
ー

ビ
ス
活
動
費
用
の
割
合

（
％

）

人件費

▲ 2.1

▲ 2.8

0.0

0.3

0.0

（注２）従事者数は、非常勤職員及び委託職員については「常勤換算※１」を行っています。

（注３）サービス活動収益は、サービス活動費用の「利用者負担軽減額」を除いた金額で算出しています。

（注４）減価償却費は、サービス活動費用の「国庫補助金等特別積立金取崩額（マイナス値）」を加えた金額で算出しています。

（注５）開設後１年未満の特別養護老人ホームは含まれていません。

費
　
　
　
　
用

サ
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す
る

0.5

収
　
　
　
支
　
　
　
の
　
　
　
状
　
　
　
況

収
　
　
　
益

▲ 25.0

1.1

サービス活動収益対サービス活動増減差額（％） 3.5 3.2 ▲ 0.3 ▲ 8.6

（注１）数値は四捨五入しているため、内訳の合計が合わない場合があります。

6,535 6,568

サービス活動収益対経常増減差額比率（％） 3.8 3.4



2. 特別養護老人ホーム（個室ユニット型）

(1) 機能性の状況

 　特別養護老人ホーム（個室ユニット型）の有効集計対象1,936施設の機能性の状況は次のとおりです。

①

②

③

▲ 0.6 ▲ 1.2

1.7

その他 1.60 1.61 0.01 0.6

入所者10人当たり
従事者数（人）

介護職員 5.41 5.39 ▲ 0.02 ▲ 0.4

看護職員 0.58 0.59 0.01

計 7.59 7.60 0.01 0.1

▲ 1.7

看護職員 3.8 3.8 0.0 0.0

入所者1人1日当たりサービス活動収益（円） 13,264 13,357 93 0.7

1施設当たり
従事者数（人）

介護職員 35.7 35.1 ▲ 0.6

その他 10.5 10.5 0.0 0.0

計 50.0 49.4

▲ 1.0

定員1人当たりサービス活動収益（千円） 4,525 4,517 ▲ 8 ▲ 0.2

平 均 要 介 護 度

特 養 入 所 3.73 3.76 0.03 0.8

短 期 入 所 3.09 3.06 ▲ 0.03

▲ 0.2

短 期 入 所 11.3 10.4 ▲ 0.9 ▲ 8.0

短 期 入 所 利 用 率（％） 81.1 77.6 ▲ 3.5 ▲ 4.3

1  日 平 均 入 所 者 数（人）

特 養 入 所 57.0 56.9 ▲ 0.1

平 均 短 期 入 所 定 員 数（人） 13.9 13.5 ▲ 0.4 ▲ 2.9

特 養 入 所 利 用 率（％） 95.7 95.0 ▲ 0.7 ▲ 0.7

平均の特養入所定員数は59.9人(前年度59.5人)、短期入所定員数は13.5人(前年度13.9人)であった。

特養入所利用率は95.0％(前年度95.7％)、短期入所利用率は77.6％(前年度81.1％)であった。

介護職員及び看護職員の入所者10人当たり従事者数は5.98人（前年度5.99人）であった。

区　　　　　　　　　　　分

特別養護老人ホーム（個室ユニット型）

平成26年度 平成27年度
増減（％ポイント） 対前年増減率（％）

施 設 数（施設） 1,307 1,936 - -

平 均 特 養 入 所 定 員 数（人） 59.5 59.9 0.4 0.7



(2) 収支の状況

   特別養護老人ホーム（個室ユニット型）の収支の状況は次のとおりです。

①

②

事業費

　（うち給食費）

事務費

（注１）数値は四捨五入しているため、内訳の合計が合わない場合があります。

労働生産性（千円） 4,291 4,362 71 1.7

サービス活動収益対経常増減差額比率（％） 5.7 5.2 ▲ 0.5 ▲ 8.8

人件費率は61.5％（前年度の60.5％から＋1.0ポイントの増）、経費率は24.8％（前年度の25.4％から▲0.6ポイントの
減）であった。

サービス活動収益対サービス活動増減差額比率は6.2％、前年度の6.7％と比較して▲0.5ポイントの減となった。ま
た、サービス活動収益対経常増減差額比率は5.2％、前年度の5.7％と比較して▲0.5ポイントの減となった。

従事者1人当たりサービス活動収益（千円） 6,376 6,435 59 0.9

0.1 0.0

従事者1人当たり人件費（千円） 3,859 3,957 98 2.5

労働分配率（％） 89.9 90.7 0.8 0.9

サービス活動収益対支払利息率（％） 1.6 1.5 ▲ 0.1 ▲ 6.3

サービス活動収益対サービス活動増減差額（％） 6.7 6.2 ▲ 0.5 ▲ 7.5

その他 0.1 0.0

計 93.3

経費 25.4 24.8 ▲ 0.6 ▲ 2.4

93.8 0.5 0.5

▲ 0.1 ▲ 1.6

9.8 9.9 0.1 1.0

7.4 0.1 1.4

75.5 ▲ 0.3 ▲ 0.4

61.5

15.7 15.0 ▲ 0.7 ▲ 4.5

1.0 1.7

0.3 ▲ 0.2 ▲ 40.0

0.8 ▲ 0.1 ▲ 11.1

収
　
　
　
支
　
　
　
の
　
　
　
状
　
　
　
況

収
　
　
　
益

経
常
収
益

構
成
比

（
％

）

サービス活動収益 99.1

利用者等利用料収益 23.8

サ
ー

ビ
ス
活
動
収
益

構
成
比

（
％

）

介護保険関係収益（施設介護料収益等） 75.8

費
　
　
　
　
用

サ
ー

ビ
ス
活
動
収
益
に
対
す
る

24.2 0.4 1.7

その他 0.5

(6.2) (6.1)

サ
ー

ビ
ス
活
動
費
用
の
割
合

（
％

）

人件費 60.5

減価償却費 7.3

区　　　　　　　　　　　分

特別養護老人ホーム（個室ユニット型）

平成26年度 平成27年度
増減（％ポイント） 対前年増減率（％）

99.2 0.1 0.1

サービス活動外収益 0.9

（注２）従事者数は、非常勤職員及び委託職員については「常勤換算※１」を行っています。

（注３）サービス活動収益は、サービス活動費用の「利用者負担軽減額」を除いた金額で算出しています。

（注４）減価償却費は、サービス活動費用の「国庫補助金等特別積立金取崩額（マイナス値）」を加えた金額で算出しています。

（注５）開設後１年未満の特別養護老人ホームは含まれていません。



3. 特別養護老人ホーム（一部個室ユニット型）

(1) 機能性の状況

　 特別養護老人ホーム(一部個室ユニット型)の有効集計対象471施設の機能性の状況は次のとおりです。

①

②

③

計 6.96 6.95 ▲ 0.01 ▲ 0.1

▲ 1.0 ▲ 1.5

1.8

その他 1.62 1.57 ▲ 0.05 ▲ 3.1

入所者10人当たり
従事者数（人）

介護職員 4.76 4.81 0.05 1.1

看護職員 0.57 0.58 0.01

▲ 0.5

看護職員 5.3 5.3 0.0 0.0

入所者1人1日当たりサービス活動収益（円） 11,845 11,821 ▲ 24 ▲ 0.2

1施設当たり
従事者数（人）

介護職員 44.4 44.2 ▲ 0.2

その他 15.2 14.4 ▲ 0.8 ▲ 5.3

計 64.9 63.9

▲ 2.6

定員1人当たりサービス活動収益（千円） 4,040 4,020 ▲ 20 ▲ 0.5

平 均 要 介 護 度

特 養 入 所 3.84 3.84 0.00 0.0

短 期 入 所 3.12 3.04 ▲ 0.08

▲ 0.5

短 期 入 所 13.7 12.8 ▲ 0.9 ▲ 6.6

短 期 入 所 利 用 率（％） 80.2 78.1 ▲ 2.1 ▲ 2.6

1  日 平 均 入 所 者 数（人）

特 養 入 所 80.1 79.7 ▲ 0.4

17.1 16.3 ▲ 0.8 ▲ 4.7

特 養 入 所 利 用 率（％） 96.1 95.7 ▲ 0.4 ▲ 0.4

平均の特養入所定員数は83.2人(前年度83.4人)、短期入所定員数は16.3人(前年度17.1人)であった。

特養入所利用率は95.7％(前年度96.1％)、短期入所利用率は78.1％(前年度80.2％)であった。

介護職員及び看護職員の入所者10人当たり従事者数は5.39人（前年度5.33人）であった。

区　　　　　　　　　　　分

特別養護老人ホーム（一部個室ユニット型）

平成26年度 平成27年度
増減（％ポイント） 対前年増減率（％）

施 設 数（施設） 378 471 - -

平 均 特 養 入 所 定 員 数（人） 83.4 83.2 ▲ 0.2 ▲ 0.2

平 均 短 期 入 所 定 員 数（人）



(2) 収支の状況

   特別養護老人ホーム（一部個室ユニット型）の収支の状況は次のとおりです。

①

②

事業費

　（うち給食費）

事務費

サービス活動収益対支払利息率（％） 0.7 0.7 0.0 0.0

サービス活動収益対経常増減差額比率（％） 4.6 4.0

（注１）数値は四捨五入しているため、内訳の合計が合わない場合があります。

サービス活動収益対サービス活動増減差額（％） 4.8

労働生産性（千円） 4,237

▲ 4.2

(6.6) ▲ 0.1 ▲ 1.5

9.5 0.1 1.1

0.6

0.6

4.2 ▲ 0.6 ▲ 12.5

▲ 0.6 ▲ 13.0

4,264 27

従事者1人当たり人件費（千円） 3,922 3,997 75 1.9

労働分配率（％） 92.6 93.7 1.1 1.2

従事者1人当たりサービス活動収益（千円） 6,215 6,221 6

1.7 8.9

その他 0.4 0.3 ▲ 0.1 ▲ 25.0

0.1

費
　
　
　
　
用

サ
ー

ビ
ス
活
動
収
益
に
対
す
る

16.8 16.1 ▲ 0.7

0.1

5.8 0.1 1.8

▲ 0.1 ▲ 50.0

64.3

経費 26.1 25.6 ▲ 0.5 ▲ 1.9

1.2 1.9

サ
ー

ビ
ス
活
動
費
用
の
割
合

（
％

）

人件費 63.1

95.8 0.6

99.1

利用者等利用料収益 19.1

0.7 ▲ 0.2 ▲ 22.2

78.9 ▲ 1.7 ▲ 2.1

20.8

80.6

9.4

サービス活動外収益 0.9

減価償却費 5.7

(6.7)

計 95.2

その他 0.2

収
　
　
　
支
　
　
　
の
　
　
　
状
　
　
　
況

収
　
　
　
益

経
常
収
益

構
成
比

（
％

）

サービス活動収益対サービス活動増減差額比率は4.2％、前年度の4.8％と比較して▲0.6ポイントの減となった。ま
た、サービス活動収益対経常増減差額比率は4.0％、前年度の4.6％と比較して▲0.6ポイントの減となった。

人件費率は64.3％（前年度の63.1％から＋1.2ポイントの増）、 経費率は25.6％（前年度の26.1％から▲0.5ポイントの
減）だった。

区　　　　　　　　　　　分

特別養護老人ホーム（一部個室ユニット型）

平成26年度 平成27年度
増減（％ポイント） 対前年増減率（％）

99.3 0.2 0.2サービス活動収益

サ
ー

ビ
ス
活
動
収
益

構
成
比

（
％

）

介護保険関係収益（施設介護料収益等）

（注２）従事者数は、非常勤職員及び委託職員については「常勤換算※１」を行っています。

（注３）サービス活動収益は、サービス活動費用の「利用者負担軽減額」を除いた金額で算出しています。

（注４）減価償却費は、サービス活動費用の「国庫補助金等特別積立金取崩額（マイナス値）」を加えた金額で算出しています。

（注５）開設後１年未満の特別養護老人ホームは含まれていません。



経営指標 算　　式 説　　明

入所利用率
特養入所利用率
短期入所利用率

施設の地域のニーズへの適合性を把握します。
併せて要支援者数及び要介護者数の割合を把握し
ておく必要があります。入所率が低い場合は、地
域のニーズ、競合施設等の把握が必要になりま
す。サービス活動収益を決定づけるものであり、
最も重要な経営指標です。

平均要介護度

(要支援等の人数×0)＋(要介護
度1の人数×1)＋ (要介護度2の
人数×2)＋(要介護度3の人数×
3)＋ (要介護度4の人数×4)＋
(要介護度5の人数×5)
　
        人数合計

施設の機能を平均要介護度から把握します。入
居者の介護度はサービス活動収益にも影響します
ので、要介護度分布も把握する必要があります。

定員１人当たり
サービス活動収益

定員（短期入所専用床を含む）１人当たりの年
間サービス活動収益から、施設サービスの内容を
把握します。平均要介護度、利用率や規模によっ
ても異なります。

入所者1人1日当た
りサービス活動収
益

入所者１人１日当たりの収入から施設のサービ
ス内容を把握します。平均要介護度の他に室料差
額、利用料の設定等、サービスの実施状況によっ
ても異なります。

入所者10人当たり
従事者数

従事者数の面から施設のサービス内容を把握し
ます。入所利用率が低い場合は、大きくなりま
す。外部委託の状況によっても異なることに留意
する必要があります。

従事者1人当たり
人件費

いわゆる給与水準であり、労働意欲やサービス
内容に関係する一方、生産性に対応していなけれ
ば経営の安定性を損なうことになります。した
がって、平均年齢、職種別従事者数等によっても
異なることに留意しながら、従事者１人当たり
サービス活動収益や労働生産性との関係において
その適正性を判断する必要があります。

人件費率
従事者数及び給与水準に留意しつつ、その適正

性を判断します。併せて労働分配率にも留意する
必要があります。

給食費率
入所者１人１日当たり給食費に留意しつつ、そ

の適正性を判断する必要があります。

経営諸比率（特別養護老人ホーム）

年間延べ入所者数 

 

年間延べ定員数 

×100 

サービス活動収益 

 

入所定員 

サービス活動収益 

 

年間延べ入所者数 

年間平均従事者数 

 

1日平均入所者数 

×10 

人件費 

 

年間平均従事者数 

人件費 

 

サービス活動収益 

×100 

給食費 

 

サービス活動収益 

×100 



経費率 ※経費＝サービス活動費用-（人件
　　　　　　費+給食費+減価償却
　　　　　　費＋国庫補助金等特別積
　　　　　　立金取崩額［マイナス値］

経費率が高い場合は、外部委託費等個々の経費
ごとに適正性を判断する必要があります。なお、
当資料中の「経費」の値には、給食費が含まれて
います。経費率を計算される場合には、再掲した
給食費を除いてください。

減価償却費率 欄外に記載（※２）
償却資産の構成割合及びそれぞれの経過年数に

留意しつつ、その適正性を判断します。

サービス活動収益
対支払利息率

借入金残高、借入条件等から支払利息の適正性
を判断します。

従事者1人当たり
サービス活動収益

従事者1人当たりどの程度のサービス活動収益
を得ているかによって、従事者1人当たりの効率
を判断します。

労働生産性

　
※付加価値額＝サービス活動収益－
　　　　　　　　　　（ 事業費＋事務費＋
　　　　　　　　　　減価償却費＋国庫補
　　　　　　　　　　助金等特別積立金取
　　　　　　　　　　崩額［マイナス値］＋

　　　　　　　　　　徴収不能額）

従事者１人がどれだけの付加価値を生み出した
かをみます。労働生産性が高ければ、各々の従事
者が効率よく価値を生み出し、円滑な運営管理が
行われているといえます。

労働分配率

付加価値が人件費にどれだけ分配されているか
をみることで、経営の効率性を把握します。人件
費を支払原資（付加価値額）のなかで収めるのは
当然のことですが、質と意欲に関係するので、低
ければ良いというものではありません。

サービス活動収益対
サービス活動増減
差額比率

サービス活動収益対
経常増減差額比率

施設経営上の収支状況を端的に表します。上
昇、横ばい、下降等の経時基調に留意する必要が
あります。

マイナスの場合は、純資産比率を低下させ、経
営の安定性を損なうことになります。マイナスの
場合等の要因分析は、機能性の把握及び各費用率
等の適否を判断します。

収支の状況と財務の状況の双方に表章されます
が、集計サンプルが異なるため、両者で数値が一
致しないことがあります。

※１　常勤換算は次の式で算定しています。

　　　当該職務にかかる全非常勤職員の１週間の総勤務時間数

　　　当該職務にかかる常勤職員が１週間に勤務すべき時間数

　　　　　　　　　　　　　サービス活動収益

※２　減価償却費率の算式

　　　（減価償却費＋国庫補助金等特別積立金取崩額［マイナス値］）

諸経費 

 

サービス活動収益 

×100 

借入金利息 

 

サービス活動収益 

×100 

サービス活動収益 

 

年間平均従事者数 

付加価値額 

 

年間平均従事者数 

人件費 

 

付加価値額 

×100 

経常増減差額 

 

サービス活動収益 

×100 

 
サービス活動増減差額 

 

  サービス活動収益 

×100 


